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平成２５年度 決算特別委員会 

会議録（第１号） 

 

１．招集年月日  平成２５年９月１２日 

２．招集の場所  熊野町役場 ４階 第１委員会室 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

３．出席議員（１５名） 

   委員長 渡   紘 八   副委員長 民 法 正 則 

    委員 沖 田 ゆかり     委員 片 川   学 

    委員 時 光 良 造     委員 大瀬戸 宏 樹 

    委員 荒 瀧 穂 積     委員 山 吹 富 邦 

    委員 藤 本 哲 智     委員 山 野 千佳子 

    委員 久保隅 逸 郎     委員 中 原 裕 侑 

    委員 尺 田 公 造     委員 佛 圓 大 源  

                   委員 馬 上 勝 登 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

４．欠席議員（１名） 

    委員 南 田 秀 夫 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

５．事務局出席  事務局長 立 花 一 郎 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

６．説明員 

      町     長         三 村 裕 史 

      副  町  長         立 花 隆 藏 

      教 育 長         林     保 

      総 務 部 長         内 田   充 

      民 生 部 長         清 代 政 文 

      建 設 部 長         森 本 昌 義 

      教 育 部 長         藤 森 孝 弘 
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      総 務 部 参 事         石 井 節 夫 

      総 務 部 次 長         岩 田 秀 次 

      民 生 部 次 長         光 本 一 也 

      建 設 部 次 長         民 法 勝 司 

      教 育 部 次 長         三 村 伸 一 

      企 画 財 政 課 長         宗 條   勲 

      商 工 観 光 課 長         時 光 良 弘 

      税 務 課 長         貞 永 治 夫 

      福 祉 課 長         加 島 朋 代 

      住 民 課 長         西 村 隆 雄 

      健 康 課 長         隼 田 雅 冶 

      生 活 環 境 課 長         沖 田   浩 

      都 市 整 備 課 長         横 山 大 治 

      開 発 指 導 課 長         林   武 史 

      下 水 道 課 長         中 井 雅 晴 

      水 道 課 長         曽 根 和 典 

      学 校 教 育 課 長         富田谷 敬 子 

      会 計 課 長         中 村 憲 治 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

７．協議事項 

  付託された「認定第１号 平成２４年度熊野町各会計歳入歳出決算認定」、「認定第

２号「平成２４年度熊野町上水道事業会計剰余金の処分及び決算認定」について 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

８．内容 

（開会 ９時３０分） 

○委員長（渡） ただ今の出席委員は１５名です。定足数に達していますので、ただ今か

ら決算特別委員会を開会します。 

本委員会に付託されました認定第１号平成２４年度熊野町各会計歳入歳出決算認定

について及び認定第２号平成２４年度熊野町上水道事業会計剰余金の処分及び決算の認

定についてを議題とします。 
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始めに審査の手順でありますが、お配りしております平成２５年決算特別委員会審

査方法に基づき行うこととします。まず概要につきまして、一般会計と各特別会計の決

算全般を副町長から、上水道事業会計決算を建設部長から説明を受けたいと思います。 

次に、部門ごとの主要事業について、各部長から説明を受けた後に、資料の閲覧時

間を設けたいと思います。この閲覧時間の際に、個々で質疑をしていただければと思い

ます。なお、１３日９時３０分より矢野安浦線現場視察の時間を設けております。視察

を希望される議員はご参加ください。 

最後に部門ごとで総括質疑を１３日の１３時３０分から行い、委員会としての意見

をまとめたいと思います。以上のような流れで審査を行っていきたいと思いますが、よ

ろしいでしょうか。 

 

（異議なしの声あり） 

 

異議がないようですので、さっそく審査に入りたいと思います。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○委員長（渡） 平成２４度各会計歳入歳出決算書は、事前にお配りしております。 

それでは、副町長から決算書の概略について説明をお願いします。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○副町長（立花） それでは、平成２４年度一般会計及び各特別会計の歳入歳出決算書に

つきまして、その概要を説明させていただきます。 

決算書１ページの財産に関する調書をお開きください。 

まず、平成２４年度末の公有財産の状況について、ご説明いたします。一番下の行

をご覧下さい。土地につきましては、前年度に比べ２,５２３．１８平方メートルの増

加で、全体では１３７万４,６４５．９７㎡となっております。建物につきましては、

木造が１１．１５㎡の減少で、全体では８万９６．８８㎡となっています。 

３ページをお開きください。その主な内容ですが、行政財産の土地では、道路側溝

を土地開発基金から買い戻したことによりその他の行政機関のその他の施設欄が２．３

５㎡増、また、開発に伴う公園用地の寄附等により、公共用財産の公園欄が２９８．８

９㎡増、同じくその他の施設欄では、深原町有地造成用地購入分２,００８．２７㎡を

計上しています。建物の主な変更は、公営住宅の解体で公共用財産の公営住宅の木造欄
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が９２．７１㎡減、新宮コミュニティセンターの新設によりその他の施設欄が８１．５

６㎡増になっています。全体で１１．１５㎡減少しております。普通財産では、県道矢

野安浦線道路整備事業に係る代替地取得のため土地開発基金財産から買い戻した残地等

として２１３．６７㎡の増となっています。建物では、平成２４年度の異動はなく、前

年度のままとなっております。 

続いて５ページをご覧ください。（２）の出資による権利につきましては、前年度

から変更がなく、１億１，１２２万６千円となっております。（３）の物品公用車です

が、総務部におきまして軽貨物車の廃車、消防積載車の買い替え、民生部におきまして

普通貨物車、軽特殊車を廃車し、軽乗用車を買い替えしましたので、前年度末からは３

台減少し、決算年度末の保有台数は６３台となっています。 

次に、各会計の決算については、各会計の全体像として、決算額、収支、歳入にお

ける不納欠損額及び収入未済額、歳出における不用額について、ご説明させていただく

こととし、詳細については、後ほど、各担当部課長にご質問いただければと思います。 

６ページをご覧ください。平成２４年度一般会計歳入歳出決算につきましては、歳

入・歳出予算額がそれぞれ８１億６，８０５万２千円に対し、歳入決算額が７８億４，

１００万７８３円、歳出決算額が７５億５，３７７万８，６４７円で、歳入歳出差引残

高は２億８，７２２万２，１３６円となっております。 

８ページをご覧ください。実質収支でございますが、３の歳入歳出差引額から、４

の（２）の繰越明許費繰越額３，３２８万７千円を差し引いた実質収支額は２億５３９

３万５１３６円となっております。なお、繰越明許費繰越額は、６月に行われました第

３回熊野町議会で御報告いたしました一般会計予算繰越明許費繰越計算書の掲載事業で

ある小学校耐震補強事業や（国庫）町道舗装修繕事業などに係る財源となっております。 

  次に、一般会計の歳入ですが、９ページから１４ページに、各款・項ごとの決算状況

を、２１ページから６０ページに、目ごとの決算状況を取りまとめております。この中

で、不納欠損額及び収入未済額について、若干ご説明させて頂きます。 

  １０ページをご覧ください。不納欠損額につきましては、町税の８０６万２，８３３

円と分担金及び負担金３万９，０００円の計８１０万１，８３３円を不納欠損処分とし

ております。また、収入未済額は、１４ページ、一番下の合計欄にありますように、一

般会計全体で３億１，００１万５，５７０円となっておりますが、このうち繰越明許費

繰越計算書内で未収入特定財源とした国庫支出金が２億４２０万１，０００円と全体の
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約６６％を占め、町税は９，３０９万３，５８９円で約３０％となっています。なお、

平成２４年度の町税の徴収率は９５．８％で、前年度の９５．５％と比べて、０．３％

増加しております。 

  次に、歳出ですが、１５ページから１８ページに、各款・項ごとの決算状況を、６１

ページから１３０ページに、目ごとの決算状況を取りまとめております。この中で、不

用額についてご説明させていただきます。毎年度、予算編成に当たっては、事務事業の

精査を行い、適切な予算の計上に努めるとともに、不用となる経費については、補正予

算で減額しております。しかしながら、医療費等に係る特別会計繰出金や工事関係経費

などについては、的確な見通しを立てることが難しく、やむを得ず不用額となるものが

ございます。こうしたことから、平成２４年度では、１８ページ、一番下の合計欄にあ

りますように、１億９９３８万５３５３円の不用額が生じております。 

次に、１３４ページをご覧ください。国民健康保険事業特別会計の歳入歳出決算書

について、ご説明いたします。歳入・歳出予算額は、それぞれ３３億４，４４３万２千

円に対し、歳入決算額が３４億３４４万９，９１６円、歳出決算額が３２億５，９２２

万１，６５６円で、歳入歳出差引残高は１億４，４２２万８，２６０円となっておりま

す。 

  １３６ページをご覧ください。繰越すべき財源はありませんので、５の実質収支額も、

１億４，４２２万８，２６０円となっております。 

  次に、１３７ページの国民健康保険事業特別会計の歳入ですが、国民健康保険税にお

きまして、不納欠損額１，６８６万１，１６２円、収入未済額１億６４４万３，４１２

円となっております。 

  １４１ページの歳出ですが、主なものとして、保険給付費に係る不用額が６，４７０

万４，８０４円、予備費に係る不用額が１，９３８万円で、合計で８，５２１万３４４

円となっております。 

次に、１７２ページをご覧ください。公共下水道事業特別会計の歳入歳出決算書に

ついて、ご説明いたします。歳入・歳出予算額は、それぞれ８億７，４２３万７千円に

対し、歳入決算額が８億６，２０４万１，０２４円、歳出決算額は８億５，２９８万２，

２９７円で、歳入歳出差引残高は９０５万８，７２７円となっております。 

 １７４ページをご覧ください。繰越すべき財源はありませんので、５の実質収支額も、

９０５万８，７２７円となっております。 
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１７５ページをお開きください。分担金及び負担金と使用料及び手数料について、不納

欠損額が１４０万４，７４０円、収入未済額が１，３７７万８，５７８円となっており

ます。 

１７７ページをお開きください。歳出については、不用額が２，１２５万４，７０

３円となっており、その主な内容は、流域下水道負担金や事業費に係る委託料及び工事

請負費などでございます。 

次に、１９０ページをご覧ください。後期高齢者医療特別会計の歳入歳出決算書に

ついて、ご説明いたします。歳入・歳出予算額は、それぞれ５億９１４万７千年に対し、

歳入決算額が５億１，１８７万３，１２０円、歳出決算額は５億３５６万２，１６０円

で、歳入歳出差引残高は８３１万９６０円となっております。 

  １９２ページをご覧ください。繰越すべき財源はありませんので、５の実質収支額も、

８３１万９６０円となっております。 

１９３ページをお開きください。後期高齢者医療保険料の収入未済額が８４万８６

５円となっております。 

１９５ページをお開きください。歳出については、不用額が５５８万４，８４０円

となっており、その主な内容は、後期高齢者医療広域連合納付金でございます。 

  次に、２０６ページをご覧ください。介護保険特別会計の歳入歳出決算書について、

ご説明いたします。歳入歳出予算額は、それぞれ１８億７，５０３万１千円に対し、歳

入決算額が１８億９，０１３万７，１８１円、歳出決算額は１８億１，９９１万９，３

５６円で、歳入歳出差引残額は７，０２１万７，８２５円となっております。 

  ２０８ページをご覧ください。繰越すべき財源はありませんので、５の実質収支額も

７，０２１万７，８２５円でございます。 

  次に歳入歳出ですが、介護保険特別会計は保険事業勘定、介護サービス事業勘定の２

つの勘定に分けておりますので、それぞれ説明させて頂きます。まず、保険事業勘定に

ついて、ご説明します。２１１ページをお開きください。歳入ですが、介護保険料にお

いて不納欠損額が１９８万２，２６１円、収入未済額が１，１００万６，８３７円とな

っております。 

  ２１３ページをお開きください。歳出ですが、保険給付費が見込みを下回ったことが

主な要因となり、不用額が５，４８０万６，８３２円となっています。 

次に、介護サービス事業勘定について、ご説明します。２１７ページをお開きくだ
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さい。歳入ですが、介護サービス事業勘定は、全ての歳入が公費で賄われておりますの

で、不納欠損額、収入未済額ともございません。 

  ２１９ページをお開きください。歳出については、不用額が３０万４，８１２円とな

っています。 

次に、２５４ページをご覧ください。平成２４年度の主な基金の運用状況について、

ご説明いたします。なお、基金などの財産については、出納整理期間の適用がありませ

んが、平成２４年度各会計と同様に、出納整理期間の増減を含む金額で説明させていた

だきます。１の土地開発基金ですが、（１）の預金では、一般会計へ土地の売払いを行

ったことにより、１，７２４万７，６６５円の積立てを行ない、熊野第一小学校の借地

部分の購入による２，００２万６，３００円の支出となっています。残高は１億２１１

万７，５６６円となっています。これによって、（２）の土地について、３６３．７㎡

増の６万１,５１５．６９㎡となっています。２の財政調整基金については、下２行分

ですが、利子を含め１億２，６３７万４，７３７円の積立てを行い、一般会計への繰入

金は２億３２１万９千円となっており、出納整理期間後の基金残高は、１８億５，３７

２万６，８２０円となっています。３の筆の里づくり基金については、下２行分、利子

を含む積立金が、１，８０６万６，８１６円、一般会計への繰入金が１，８８０万円と

なっており、出納整理期間後の基金残高は、１億６，０９６万８８２円となっています。

新宮コミュニティセンター建設事業や筆まつり実行委員会補助事業などの財源として運

用したものです。 

２５５ページの５の地域福祉基金については、利子５２万４，３８５円の積立てを

行い、一般会計への繰入金が９２０万円となっており、出納整理期間後の基金残高は、

２億３，５５７万５，１９９円となっています。生活福祉交通おでかけ号の実証運行事

業の財源として運用したものです。 

２５６ページの８の公共施設等整備基金については、積立金８，６６３万１千円と

利子４６万６，３４４円の積立てを行い、一般会計への繰入れは行いませんでしたので、

出納整理期間後の基金残高は、４億３３９万８，７４３円となっています。１１の介護

給付費準備基金については、利子、積立金が３，６８２万６千円で、介護保険特別会計

への繰入は行いませんでしたので、出納整理期間後の基金残高は、６，４８９万３，８

８９円となっています。また、その他の基金については、利息の積立てだけですので、

説明は省略させていただきます。 
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以上、平成２４年度一般会計・各特別会計歳入歳出決算書についての説明を終わら

せていただきます。なお、主要事業について、各部長からご説明させていただき、各会

計の決算書の詳細については、後ほど、各担当部課長に質問していただくということで、

よろしくお願いいたします。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○委員長（渡） 続いて、建設部長から上水道事業会計決算書について説明をお願いしま

す。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○建設部長（森本） それでは、平成２４年度上水道事業会計剰余金の処分及び決算の概

要についてご説明させていただきます。 

決算書の１２ページの平成２４年度熊野町上水道事業剰余金処分計算書（案）をご

覧ください。まず、剰余金の処分についてでございますが、未処分利益剰余金３億１１

０万３千８２円のうち１９０万円を利益積立金に、３千６３０万円を建設改良積立金に

積立て、残余を繰り越すものでございます。読きまして、決算の概要を説明します。決

算書の２０ページをご覧ください。 

  まず、業務状況についてでございますが、年間給水量は、１９１万７千９４３立方メ

ートルで、平成２３年度より２．８パーセント減少しております。有収水量につきまし

ては、１８５万２千６５６立方メートルで、前年度に比べ０．５パーセントの減少とな

っております。また、有収率につきましては、９６．６パーセントで、前年度より２．

３ポイント増加しております。この要因につきましては、有収水量とならない大きな漏

水事故が少なかったことにより率の増加に繋がったものと考えています。 

続いて主要な施策では、未給水地区解消のための整備を平谷、出来庭、新宮地区で

計画的に実施し、高所配水団地の整備としては，皇帝ハイツに水道施設改修工事を湖水

園団地につきましては、配水管布設工事を行っております。総延長は合わせて１千９０

１メートルとなっております。また、建設工事関連の受託工事では、主に出来庭地区で

７９メートルの配水管切廻し工事を行っております。 

  決算書の６・７ページをご覧ください。収益的収支及び資本的収支の決算額につきま

しては、収益的収入は、前年度に比べ、１千１５６万４８９円減の４億９千１５４万６

千７１８円、支出は、同様に８５８万３千８０７円減の４億５千２１３万２千２４２円

となっております。この主な要因は、下水道関連の受託収益及び受託修繕費の減少によ
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るものでございます。 

  最後に決算書の８・９ページをご覧ください。資本的収支のうち資本的収入につきま

しては、前年度に比べ、５千８３１万４千３５０円増の１億８千８５８万９千６００円、

同様に支出は、１億７２３万６千７９４円減の１億４千２２９万９千３８５円となって

おります。この主な要因といたしましては、高所団地給水事業である皇帝ハイツ水道施

設整備が概ね完了したことに伴い、分担金が納入されたものでございます。また、今後

の高所団地給水事業計画により、基金への支出額の調整を行ったためでございます。 

以上でございます。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○委員長（渡） これより各部門における平成２４年度の主要事業について説明を受けた

いと思います。 

それでは、総務部門から説明をお願いします。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○総務部長（内田） それでは、総務部門の主要事業についてご説明をさせていただきま

す。 

   資料につきましては、平成２４年度一般及び特別会計歳入歳出決算書と平成２４年度

歳入歳出決算付属資料の２つの資料を用い説明をさせていただきます。 

それでは歳入歳出決算付属資料の１２ページをお開きください。 

あわせて、決算書では決算書該当ページの７３ページから７６ページとなります。

総務課の事務事業の選挙事務事業についてご説明申し上げます。 

選挙事務事業につきましては、事業費９，２６３千円、事業の主な内容としまして

は、町長選挙と衆議院議員選挙及び最高裁判所裁判官国民審査の執行でございます。 

任期満了に伴う町長選挙は、平成２４年１１月１３日告示、同１８日投開票の日程

で執行される予定でしたが、立候補者の届出が１人であったため無投票となったもので

ございます。事業費としましては、ポスター掲示板の作製及び設置、投票用紙の印刷な

どの事前に必要な経費６６０，９９０円でございます。第４６回衆議院議員選挙は、平

成２４年１２月４日に公示、同１６日に執行されました。また併せて最高裁判所裁判官

国民審査も行われました。本町における投票率は、衆議院議員選挙小選挙区が５８．６

６％、比例代表５８．６４％、国民審査５６．３２％、また本事業の執行経費は８，６

０１，７６５円でございます。ちなみに、前回行われた衆議院議会選挙小選挙区の投票
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率の比較では、小選挙区で６１．１７％で、２．５１％の減となっています。 

   次に、企画財政課の通輸送対策事業についてご説明申し上げます。決算書では、右側

記載の該当ページになります。主な事業内容は、生活福祉交通おでかけ号の実証運行事

業とバス運行対策費補助事業でございます。生活福祉交通おでかけ号の実証運行事業は、

平成２４年７月から同年１２月までの１４４日間、実施しました。町内のタクシー事業

者３社のうち、実証運行の委託に同意をいただいた２業者に対して委託費として７２５

万８千円を支出しております。委託費は、タクシー事業者に法律で定められた運行費と

して、２つの利用方式がありますが、一般的に利用する距離制の単価ではなく、この事

業にとって有利な時間制の利用料金で、１時間当たりの利用に対して７，２００円の委

託契約で契約を行っております。バス運行対策費補助事業は、住民の日常生活に不可欠

な生活バス路線の運行を確保するため、沿線自治体が協調して運行経費の一部を補助す

るもので、広電バスの阿戸線へ１,４８２万１千円、苗代線へ３３万７千円、芸陽バス

へ２万４千円の補助を行ったところです。なお、阿戸線に関しましては、片道９.８km

のうち、広島市の区域１.４km分は広島市から負担金を収入しましたので、本町の実質

負担は１,２９８万６千円でございます。なお、この路線が国庫補助の対象となったこ

とから、実質負担が対前年度と比較して２５５万７千円の減額となっております。 

   続いて、商工観光課の主要事業でございますが、まず、総務費の「地域振興事業」に

つきましては、事業費２，３２６万６千円でございます。事業の主な内容としては、県

道瀬野呉線拡幅工事により、新宮老人集会所が立ち退きになったため、県道をはさんだ

向かい側に、これに代わる施設として新宮コミュニティセンターを整備いたしました。 

延べ床面積は、８１．５６㎡、事業費は１，７３９万３千円でございます。 

その他、行政協力員報酬４７０万４千円を支出しております。 

   次に、定住交流促進事業につきましては、事業費３，０３４万８千円でございます。

主な事業といたしまして、首都圏における熊野町及び熊野筆の認知度を高めるため、情

報発信拠点として、広島ブランドショップＴＡＵの２階に、熊野筆セレクトショップ銀

座店を整備いたしました。この事業は、広島県緊急雇用対策基金補助金を活用し、２，

３０９万９千円の事業費となっております。平成２４年７月のオープンから平成２５年

３月末の売上げは、２，９１１万７千円でございました。また、絵てがみの普及を通じ

て筆の利用促進を図った熊野町地域間交流推進事業を筆の里振興事業団に委託し、６６

３万４千円を支出しております。 
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   次に、筆の里工房事業につきましては、よみがえる王朝のみやび展や金澤翔子展など

企画展を開催し、筆の里工房の一層の充実と地域産業の振興を図っております。入場者

数、入館料はともに昨年度を下回っておりますが、ショップの売上げは、順調に推移し

ております。 

   次に商工費の商工振興事業の主な内容といたしましては、中小企業融資預託金の１億

２千万円の支出のほか、地域内の潜在購買力を掘り起こし、新たな需要を喚起すること

で地域経済の活性化を図るため、熊野町商工会が実施したプレミアム付き商品券の発行

とＢＵＹ熊野キャンペーンに１千万円の補助を行っております。プレミアム付き商品券

の利用は、大型店での利用が平成２１年度と比較しますと４．９％増の４７．９％とな

っておりますが、その他の商店での利用が５２．１％と、５０％を超える状況となって

おります。 

   続いて税務課の主要事業の説明を行います。税務課の主要事業は、固定資産税事務事

業でございます。この事業は、現在、熊野町が採用している固定資産税の土地に対する

評価方式であるその他方式から、市街地を形成している自治体の多くが採用されている

市街地宅地評価法いわゆる路線価方式の導入に向けて、業務委託により、状況類似地区

及び路線の見直しと主要路線価の仮付設、並びに地目の認定などに必要な基本データと

なる航空写真撮影業務を実施したものでございます。事業費は、路線価付設業務が８４

２万４千円で、航空写真撮影業務が２９９万３千円でございます。この事業の成果とい

たしましては、土地の評価につきまして、より精密な評価を行う路線価方式の平成２７

年度導入に向けて準備を進めることができたものと考えております。なお、固定資産税

事務事業の総事業費２，２０８万４千円のうち、他の主な内訳は、電算関係が８６６万

円、毎年の地価の変動を調査する土地鑑定業務が１７７万円でございます。 

以上で総務部門の説明を終わります。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○委員長（渡） ありがとうございました。 

暫時休憩いたします。再開は１０時３０分です。 

（休憩 １０時１３分） 

（再開 １０時３０分） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○委員長（渡） 休憩前に引き続き会議を再開します。民生部門の説明をお願いします。 
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～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○民生部長（清代） それでは、総務部門の主要事業に続きまして民生部門の主要事業に

ついてご説明いたします。 

  民生部門には、一般会計及び３つの特別会計がございますので、まず一般会計から説

明を行い続いて特別会計の説明を行わせていただきます。 

  付属資料１３ページをご覧ください。民生課の福祉団体助成事業でございますが、本

町の福祉団体である社会福祉協議会、民生委員児童委員協議会など、４団体に対する団

体助成事業です。事業費は、３，０６０万７千円で、熊野町社会福祉協議会に対しては、

例年交付している団体助成２，５４６万５千円のほか、補助率１０／１０の広島県介護

基盤緊急整備等臨時特例基金を活用し、地域支え合い体制づくりとして新規サロンの立

ち上げに要する費用など、４５１万７千円を別枠で交付したおります。地域ふれあいサ

ロンを新たに6箇所開設するための経費、及び地域福祉の充実強化に向けたシンポジウ

ムの開催経費を助成いたしました。住民が主体となって地域の中で支え合っていく体制

づくりに寄与するものと考えております。 

続いて、民生課福祉医療費公費負担事業でございますが、広島県福祉医療費負担事

業費補助金交付要綱に基づき、総医療費と保険給付費との差額について助成を行いまし

た。身体障害者手帳１級から３級まで、又は療育手帳マルＡからマルＢまでを所持する

重度心身障害者を対象とする重度心身障害者医療。０歳から６歳・小学校就学前までの

子供を対象とする乳幼児医療。１８歳以下の子供を扶養している、ひとり親家庭を対象

とするひとり親家庭等医療の３つの助成を行っています。このうち乳幼児医療について

は、受診時における１回５００円の個人負担の無料化及び中学校３年生までの入院医療

費の助成を町単独事業として実施しており、子育て世代の医療費の負担軽減に努めてお

ります。事業費は、前年度とほぼ同額の１億３，１７１万９千円です。 

次に、民生課子ども手当、並びに児童手当支給事業でございますが、０歳から中学

校卒業までの児童の養育者に支給する子ども手当は、平成２４年６月に支給された４月

分以降の支給から児童手当に制度改正されました。１，７８３人に対し、子ども手当７，

１４２万５千円、児童手当３億３，９５８万５千円を支給しました。なお、６月分の支

給から所得制限が導入され、所得基準超過世帯には１児童あたり５，０００円の支給と

なっております。事業費は、子ども手当、児童手当、併せて４億１，１０１万円。対前

年度比６，０２３万９千円、１２．８%の減となっております。子ども一人当たりの支



－13－ 

給額、一律１万３千円が、制度改正により、３歳未満児と小学生までの第３子が１万５

千円に、小学生までの第１子、第２子と中学生が１万円に変更されたことが減額の要因

となっております。 

次に、民生課保育所運営事業でございますが、 町内４つの認可保育所に保育を必

要とする乳幼児の入所等を行いました。３月には定員４５０人に対し４７０人の入所措

置をしております。また、多様な保育ニーズに対応するための延長保育、病後児保育、

一時保育も継続して実施しました。事業費は、３億７，８０７万１千円。対前年度比１，

０２９万１千円、２．８％の増となっております。保育費用の単価の高い３歳未満児の

入所が増えたことが増額の要因となっております。 

次に、資料１４ページ福祉課の障害者自立支援事業でございますが、障害者や障害

児の社会活動や日常生活の支援及び介護者の介護負担の軽減を目的に、相談を受けたり、

障害福祉サービスの給付などを行いました。事業費は、３億６千７５５万円で、対前年

度比７千６５万６千円、２３．８％の増となっています。事業利用者の増や、障害児に

対する施設入所及び通所サービスが、権限移譲により県から移行したことなどが、事業

費増額の要因となっております。主な事業内容としましては、ホームヘルプサービスや

施設への通いや入所サービス、車椅子や人工肛門造設者に対するストマの購入費助成な

どです。町単独事業として、福祉タクシー利用助成や腎臓障害者の通院助成を行いまし

た。腎臓障害者の通院助成は、平成２４年度から、支給要件や支給額を拡充しており、

このことにより支給者は１１人増となっております。 

  続いて、住民課住民基本台帳等事業は、事業費 ５，０３５万６千円のうち、システ

ム改修に係る事業費は３，４２６万円でございます。 

  事業内容としましては、住民基本台帳法の改正により、平成２４年７月から外国人住

民が、住民基本台帳法の適用対象に加わることとなりましたことから、平成２３年度、

２４年度の２ヵ年で住民情報系のシステムを改修したものです。事業費につきましては、

繰越明許を承認いただき、平成２３年度の事業分を２４年度に実施いたしましたので、

２ヵ年の合計額としております。 

続きまして、健康課の感染症対策事業は、予防接種法に基づき、はしかや風疹、結

核などの発生やまん延を予防し、また、インフルエンザの発病や重症化を防止するため

の予防接種を実施いたしました。インフルエンザは高齢者、その他は乳幼児や児童生徒

を対象としています。また、定期接種のほか、平成２３年度に引き続き任意接種とされ
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る子宮頸がん予防ワクチン２５８人、肺炎球菌ワクチン７９０人及びヒブワクチン７７

１人の３ワクチンを公費負担により実施いたしました。事業費は６,０２９万４千円で、

対前年度１,４１７万３千円、１９．０％の減額となっております。減額の主な要因は、

任意接種とされる子宮頸がん等ワクチン接種事業を、平成２３年１月から実施しました

が、平成２３年度の接種希望者が多く、平成２４年度には接種希望者が減少したことに

よるものです。 

次に、健康課生活習慣病予防対策事業でございます。特定健康診査・基本健康診査

や各種がん検診を合わせた総合健診として、住民健診を８月末から１４日間３会場にて

実施いたしました。受診実人員は、対前年４．３％増の３，２９２人となっており、こ

の健診結果に基づき訪問を行い、受診や特定保健指導に結び付けております。また、町

内企業やグループなどへの出前健康教育や毎月１回の一般健康教育を保健師と栄養士が

連携して行うなど、各種相談事業の充実を図るとともに、２月には健康まつりを実施い

たしました。事業費３，５６０万２千円で，対前年度２２０万９千円、６．６％の増額

となっております。増額の主な要因は、住民健診の胃がん検診において、検診のより精

度を増すために検査機器がデジタル化されたことによる検査費用の増加によるものです。 

次に、健康課、母子保健事業でございます。母性を育むとともに、妊産婦や乳幼児

の健康の保持・増進を目的に，母子健康手帳の交付から妊婦健診、乳幼児健診や育児相

談、乳幼児家庭への訪問事業や母子の歯の健康づくり等を実施しました。妊婦一般健診

においては、健診回数１４回を維持するとともに、母子間での感染を予防するため、ウ

イルスの抗体検査などを実施しました。また、生後４か月までの赤ちゃんを対象に保健

師や助産師が、全戸訪問を行うこんにちは赤ちゃん事業では、９割を超える訪問実施を

果たすとともに、育児相談を含めると、全ての母子の状況把握ができました。毎週行っ

ている育児相談事業すくすくクラブとともに、子育て支援の一層の充実が必要と考えて

います。事業費は前年度とほぼ同額の１，８１３万７千円です。 

続きまして、生活環境課の環境衛生事業でございます。この事業では、主に住宅用

太陽光発電システム導入、生ごみ処理機購入、小型浄化槽設置の補助金交付などの助成

を行っております。事業費は、２千２５５万９千円で、対前年度比５６１万４千円、１

９．９％減となっています。住宅用太陽光発電システム導入に対する助成は、家庭での

地球温暖化の抑制や環境保全意識の高揚を図ると共に災害に強いまちづくりを目的とし

まして、行っております。 平成２３年度で県の補助が終了したことに伴い、平成２４
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年度は、１基当たりの補助金額を１０万円から５万円に減額し、町単独事業として実施

ました。８４基の申請があり、４２０万円のを助成をしております。生ごみ処理機の購

入費の一部助成では、４名から申請があり、電動生ごみ処理機４基、８万円の補助をし

ております。 

家庭用小型浄化槽の設置に対する助成では、５人槽の浄化槽１６基、７人槽４基、

１０人槽１基の合計２１基の申請があり、合計で７５１万６千円の助成を行いました。

平成２３年度に委託により整備した浄化槽台帳を基に、清掃や法定点検の実施を促し、

町内河川の水質汚濁の防止を図り、生活環境を保全に寄与しているものと考えています。

また、火葬場使用料の呉市民との差額を助成しております葬祭費補助金は、２３７名で

８２９万５千円を支出しました。 

  続いて、民生部が所掌する３つの特別会計のうち、まず始めに、資料１６ページ、国

民健康保険事業特別会計による国民健康保険事業から説明します。国民健康保険事業で

ございますが、国民健康保険は、国民皆保険の中核をなす制度であり、町が保険者とな

り、地域の自営業者及び退職者などの被保険者を対象として、疾病、負傷、出産及び死

亡に対して保険給付を行っております。また、特定健康診査など、疾病の早期発見・重

症化防止等を目的とした保健事業や、医療費適正化への取組を併せて実施しております。

事業費の決算額は、３２億５，９２２万２千円で、前年度比較１．５％の増です。本年

３月末現在の被保険者数は、７，０７５人。加入世帯数は４，２１７世帯で、いずれも

前年度の同時期と比べて若干減少しております。主な支出となります保険給付費は、２

４億４１８万６千円。前年度との比較では１，６４６万２千円、０．７％増となってお

ります。また、出産育児一時金 ２０件、葬祭費 ５０件を支給しています。現在、国

において、社会保障・税一体改革による財政措置や、国保の運営を県単位とする広域化

の検討がなされている状況がございます。そうした動向を注視しつつ、今後も国保運営

の安定化に努めてまいります。国民健康保険事業特別会計につきましては以上でござい

ます。 

  続いて、このページの下段、後期高齢者医療特別会計、後期高齢者医療事業でござい

ます。後期高齢者医療制度は、県内の市町が設置した広域連合を保険者として、被保険

者の認定、保険料の決定及び保険給付等を行い、各市町では申請や届出等の窓口業務や

保険料の徴収事務を行っております。被保険者は、７５歳以上の方と、６５歳以上７５

歳未満の方で一定の障害をお持ちの方となりますが、本年３月末現在で、３，１４２人。
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前年度の同時期と比べて２１１人、７．２％の増となっております。事業費の決算額は、

５億３５６万２千円で、前年度比較１８．７％の増です。保険料の収納率は、９９．８

９％で前年度より０．１９ポイント上昇しております。主な支出となります後期高齢者

医療広域連合納付金は、５億２１５万３千円。前年度との比較では７，９１４万３千円、

１８．７％の増となっております。この納付金は、広域連合の事務費、医療給付費のう

ち負担対象額の１２分の１に相当する額、及び徴収した保険料等を合算したものです。

このうち、医療給付費の負担金は、２億４，２５１万６千円で、前年度比較で４，７５

５万円、２４．４％の増となっております。この後期高齢者医療制度につきましては、

廃止の議論も凍結されておりますので、引き続き、現行の制度において円滑な事務の執

行に努めます。後期高齢者医療特別会計につきましては以上でございます。次に、資料

１７ページ介護保険特別会計でございます。福祉課の介護保険事業は、熊野町が保険者

となり要介護又は要支援の認定を受けた方に、介護サービスや介護予防サービスを提供

する事業で、３年を一期とする介護保険事業計画に基づき運営を行っております。第５

期介護保険事業計画の初年度である平成２４年度は、事業費は、１７億４５８万３千円

で、対前年度比５．１％増となっておりますが、事業計画値に対する給付費実績額は９

２．２％と、健全な運営状態と考えております。平成２５年３月末時点の第１号被保険

者数は、対前年度比３１２ 人（４．４%）増の７千３５１人、要支援・要介護認定者数

は対前年度比６０人（６．４%）増の１千４人となっております。また、各サービス利

用者も、前年度に比べ増加しております。近隣を含め町内には、介護事業所や介護施設

が比較的充実しており、介護が必要な状態になっても、介護サービスを適切に利用する

ことにより、サービス利用者本人やその家族の身体的・精神的負担が軽減されるなど、

住み慣れた地域で安心してその人らしい生活が継続できるものと考えております。同じ

く福祉課の包括的支援事業でございますが、町直営の地域包括支援センターに、社会福

祉主事・保健師・主任ケアマネジャーの３業種の専門職を配置し、総合相談や権利擁護

業務などに取り組みました。また、身近な相談窓口として、町内2箇所に相談支援セン

ターを委託設置し、迅速に相談対応を行ってまいりました。地域包括支援センターと相

談支援センターが地域の関係機関や介護事業者等と連携し、迅速に対応することにより、

高齢者やその家族の不安などを早期に発見し対応することができると共に、できる限り

要介護につなげない状況を作るなど、高齢者のニーズに応じた適切なサービスの提供が

行えるものと考えております。事業費は前年度とほぼ同額の２，６９１万４千円です。



－17－ 

最後に、健康課の介護予防地域支援事業でございますが、地域の高齢者のうち、要支

援・要介護になるおそれのある高齢者を対象に、介護予防事業を実施しております。事

業費は前年度とほぼ同額の１，９１４万９千円です。地域健康センターでのいきいきク

ラブのほか、生活機能チェックにより、生活機能が低下している方に、運動器の機能向

上や栄養改善の取組みをおこなうことにより、閉じこもりや認知症予防等をおこない、

自立した日常生活の期間を可能な限り長く保つとともに、生活の質が向上するよう支援

しています。また、ミニデイなどの地域活動を充実させることを目的として、平成２３

年度から事業展開をしておりますリハビリ体操リーダー養成講座も引き続き実施してお

り，現在２６名の方が地域での介護予防事業などの支援に活躍されています。今後もこ

うした地域づくりを継続していく必要があると考えています。 

  以上で、民生部の説明を終ります。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○委員長（渡） 次に建設部門の説明をお願いします。建設部長 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○建設部長（森本） はい。 

  続きまして、建設部門の主要事業についてご説明をさせていただきます。付属資料の

１４ページをご覧ください。まず、建設課の主要事業についてご説明いたします。 

  単町農業基盤整備事業ですが、通常の農業用施設の維持補修に加え、７月の梅雨前線

豪雨で被災した箇所の補修も実施し、計２９箇所の維持補修工事に６５１万円余、坂面

大池周辺草刈に４６万円余、計７００万９千円で農業基盤の保全を図りました。(国庫)

町道深原公園線新設事業ですが、深原地区公園へのアクセス道として、平成１９年度に

整備完了した第１期工区を、深原地区準工業地域入口まで延伸する工事で、工事概要は、

幅員１０ｍの道路工１５５ｍ、法面工７９０㎡を、事業費７１９万４千円で実施しまし

た。なお、供用開始は本年度末の３月を予定しています。続いて、(国庫)町道出来庭川

角中央線新設事業ですが、西部地区の交通ネットワークを強化するため、熊野団地から

出来庭地区に連絡する工事で、工事概要は、幅員９.５ｍの道路工２９７ｍを、平成２

３年度繰越分を含め、工事請負費４,２４９万円余、電柱等移転補償費３８７万円余な

ど、事業費４,６４７万６千円で実施しました。なお、供用開始は年内の１２月を予定

しています。最後に、(国庫)深原地区町有地造成事業ですが、熊野黒瀬トンネル工事の

建設発生土を活用し、産業振興による町政の発展を図るため、深原地区町有地に有効面



－18－ 

積約１．７haの流通団地を造成するために工事を行っております。工事概要は、土工・

法面工・擁壁工・排水工・防災施設工・砂防堰堤工・流路工・進入路工を実施し、県へ

の負担金２億３９万２千円など、事業費２億２３２万２千円でございます。なお、完了

は本年度末の３月を予定しています。続きまして、都市整備課の主要事業についてご説

明いたします。付属資料の１５ページをご覧ください。鳥獣被害防止対策事業ですが、

近年その被害が増大するイノシシ、ヌートリアによる農作物への被害防止を目的に、鳥

獣被害防止総合対策交付金を活用し、ヌートリアの防除講習会を５回実施しました。ま

た、駆除・防除に向け駆除班と連携し、イノシシの集中駆除を行うなど、被害防止に努

め、駆除実績は集中駆除を含め、イノシシ９２頭、ヌートリア７頭を捕獲しました。 

また、被害の未然防止策として電気柵・ワイヤーメッシュ柵の設置計６件に補助金

１９万円余を交付しております。事業費は１４２万８千円でございます。次に、都市公

園緑地管理事業ですが、ひろしまの森づくり交付金を活用し、防主山緑地内の遊歩道整

備を行いました。急傾斜地へ県産材を使った丸太階段を２０段設置し、損傷の著しいU

字溝の改修、歩道部分の締め固めなどを行い、快適な歩行空間の確保を行っております。

事業費は１０２万５千円でございます。続きまして、公共下水道事業特別会計の主要事

業についてご説明いたします。付属資料の１６ページをご覧ください。一般管理費１億

６,７８８万６千円ですが、主なものとして水洗便所改造及び排水設備改造補助金３８

４万円です。これは、供用開始後１年以内に宅内の排水設備の改造を行い、公共下水道

に接続していただいた方に、１件当たり８万円を交付した改造補助金で、４８件ござい

ました。次に、公共下水道整備費１億６,８９９万９千円ですが、主なものとして平谷

及び新宮地区の面積６.９８haの実施設計委託料１,５６７万７千円、また、新宮、中溝

及び平谷地区において７件、延長１.９２㎞の管渠工事を行っております。工事費は１

億２,５９６万６千円でございます。これらの工事の整備面積は５.２７haで、これまで

と合わせると４４９.８haとなり、全体計画５８０.２haのうち７７.５％の整備となり

ました。また、平成２４年度末の下水道普及率については、前年度より０.１ポイント

上昇し、８９.３％となりました。読きまして、上水道事業会計の主要事業についてご

説明いたします。付属資料の １８ページをご覧ください。まず、道路関連の受託工事

ですが、出来庭地区、町道出来庭川角中央線新設工事の実施に際し、支障となる水道管

切廻し工事を管路延長７９ｍ、事業費１３１万円で実施したものでございます。次に、

高所配水団地改良事業ですが、皇帝ハイツにおいては、水道施設の改修工事を、湖水園
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団地においては、管路延長４０５ｍの配水管布設工事を、また、城之堀団地おいては、

水道施設建設用の土地購入事業として、面積３９０㎡の土地を購入したもので、事業費

は合計で９,０９１万１千円でございます。続いて、未給水地区解消事業ですが、新宮、

平谷、出来庭地区において、管路延長９７６ｍ、事業費２,２１６万円の配水管布設工

事を実施したものでございます。これにより、未給水地区２６戸に給水が可能となって

おります。最後に、開発地給水事業ですが、萩原、川角地区において、管路延長３５４

ｍ、事業費７２３万７千円の配水管布設工事を実施したものでございます。これにより、

新築住宅予定地３５戸に給水が可能となっております。以上でございます。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○委員長（渡） 最後に、教育部門の説明を願いします。 

   教育部長 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○教育部長（藤森） はい。１５ページに戻っていただきたいと思います。 

  続いて教育委員会、学校教育課の学校支援臨時的事業２０，５０４千円です。この事

業は、学校の様々な課題を解決させるために学校に人的な支援を行うもので、具体的に

は、学力向上対策のための事務補助等を行う学校支援員を各校に１名ずつ計６名、不登

校・生徒指導対策のための生徒指導相談員を両中学に１名ずつ計２名、学校の環境整備

や施設修繕を行う学校施設等安全点検員、これは、２人１組で学校を巡回するものです

が、これらの人員を配置するものです。また、２４年度には、低学年書道科の指導書や

成果の検証報告書、普及のためのＤＶＤを作成した経費もこの中に含んでいます。  

これらの事業は、学校施設安全点検員を除き、県の緊急雇用対策基金事業の補助金を財

源といたしました。 

次は、小学校大規模改造事業４８，０８５千円です。第四小学校体育館の耐震補強

工事の耐震補強案及び実施設計書の作成、工事の施行を行っています。他に第二小学校

の普通教室棟及び特別教室棟の耐震補強案と実施設計を作成しました。この実施設計に

基づいて今年度第二小学校の耐震補強工事を行い、既に完成しております。 

次は、中学校大規模改造事業１億７百５２万９千円です。熊野中学校西校舎の耐震

補強工事を行いました。また、今年度工事を施行しています熊野東中学校の特別教室棟、

管理棟、体育館の耐震補強案及び実施設計を作成しました。これらの小学校及び中学校

の大規模改造事業は、財源として国の学校施設環境改善交付金を受けて実施しています。 
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続いて、生涯学習課の社会教育一般事務でございます。 

  公共ホール活性化事業1,417千円は、財団法人・地域創造の支援により、公共ホール

活性化と地域芸術活動のための環境づくりとして、身近で親しみのあるクラシック音楽

の公演を行い、町民の文化活動への参加を促進いたしました。主な内容は、１０月１１

日から１３日の間に、町民会館で木管五重奏のメイン公演行ったほか、学校や障害者自

立支援施設、ミニデイサービス会場など町内４ヶ所でミニコンサートを行い、合計３５

２名の参加を得ました。社会教育一般事務のうちどく推進事業２６１千円は、町内の小

中学校で実施しております朝読書を発展させ、「うちどく」と称して、家庭で子どもと

家族とが同じ本を読むよう勧める事業で、家族間コミュニケーションの深まりや、言葉

の力の向上を目的としております。事業内容は、町内の中学校３年生までの幼児、児童

生徒にうちどくノートを配布して、その活動を記録してもらいました。平成２４年度の

４０週記入達成者は全体で１９．６％でした。続きまして、公民館一般事務の放課後子

ども教室事業315千円です。県の放課後子ども教室推進事業補助金を受け、子ども達の

安全・安心な活動拠点を設け、地域の方々の参画を得て、子どもたちにいろいろな体験

活動をさせる事業で、地域の中で子ども達が心豊かで健やかに育まれる環境づくりを推

進するものです。平成２４年度は、小学校の児童を対象とし、コーディネーターや地域

の方々の協力で、昔遊びや工作など文化体験を中心に実施しました。実施回数は１０回

で、登録者８８名、延べ参加者数は５７９名でした。教育委員会につきましては、以上

でございます。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○委員長（渡） 以上で、平成２４年度における各会計決算説明と、各部門主要事業の概

要説明が終りました。これより、執行部から提出されております会計書類の閲覧時間を

設けたいと思いますが、ご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

  ご異議ありませんので閲覧時間を設けたいと思います。閲覧時間をどれくらい設けま

しょうか。 

  １３日の１２時までどうでしょうか。 

それでは、１３日の１２時まででお願いします。 

開会後は、各部門ごとに総括質疑を行います。なお、関係書類の閲覧時間でありま

すが、１３日９時半より矢野安浦線現場視察を行います。現地視察を希望される方は、
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議員控室に長靴を用意しております。履き替えられてから正面玄関にお集まりください。 

暫時休憩します。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

（閉会 １１時４０分） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 


